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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第62期

第１四半期連結累計
(会計)期間

第63期
第１四半期連結累計
(会計)期間

第62期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (百万円) 3,454 3,894 29,611

経常損益 (百万円) △462 △95 758

四半期(当期)純損益 (百万円) △263 △62 302

純資産額 (百万円) 3,142 3,611 3,706

総資産額 (百万円) 19,442 17,377 20,427

１株当たり純資産額 (円) 169.40 194.67 199.82

１株当たり四半期(当期)純損益 (円) △14.19 △3.37 16.31

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 16.2 20.8 18.1

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,439 921 1,169

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △14 △43 △264

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1 873 △6

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 4,128 5,354 3,602

従業員数 (名) 399 411 395

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の金額については、潜在株式がなく、また、第62期第１四半期連

結累計(会計)期間及び第63期第１四半期連結累計(会計)期間は１株当たり四半期純損失であるため記載して

おりません。

４　損益欄の△印は、損失であります。 
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社の企業集団が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。また、主要な関係会社における異動もありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 411〔59〕

(注)  従業員数は、就業人員数であり臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載し

ています。

　

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 378〔59〕

(注)  従業員数は、就業人員数であり臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載してい

ます。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

　

当社グループ(当社及び連結子会社をいう。以下同じ。)では、生産実績を定義することが困難であるため

「生産の状況」は記載しておりません。

(1) 受注実績
　

事業の種類別セグメントの名称
前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

建設事業(百万円) 3,535 5,433

製造・販売事業(百万円) 921 888

その他の事業(百万円) 4 ―

合計 4,461 6,322

　

(2) 売上実績
　

事業の種類別セグメントの名称
前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

建設事業(百万円) 2,527 3,005

製造・販売事業(百万円) 921 888

その他の事業(百万円) 4 ―

合計 3,454 3,894

　
(注)　売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及び割合は、次のとおりであります。

会計年度 相手先 金額(百万円) 割合(％)

前第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

株式会社レオパレス21 374 10.8

　　　　当第１四半期連結会計期間において売上高に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

　

(3) 売上にかかる季節的変動について
　
建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第

１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期

間の完成工事高が著しく多くなるといった季節的変動があります。

　

(注) 「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

EDINET提出書類

三井住建道路株式会社(E00272)

四半期報告書

 4/26



なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は、次のとおりであります。

①　工事部門の状況

ａ　受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 工種別
期首繰越
工事高
(百万円)

期中受注
工事高
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高
(百万円)

期末繰越
工事高
(百万円)

前第１四半期累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

アスファルト舗装工事 7,756 2,55810,3142,102 8,212

コンクリート舗装工事 68 128 197 47 149

土木工事 1,928 713 2,641 336 2,304

計 9,753 3,40013,1532,48610,667

当第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装工事 6,918 5,02711,9462,132 9,813

コンクリート舗装工事 273 68 342 100 241

土木工事 1,701 297 1,999 758 1,240

計 8,894 5,39314,2872,99111,296

前事業年度
(自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日)

アスファルト舗装工事 7,75617,73525,49118,5736,918

コンクリート舗装工事 68 1,603 1,672 1,398 273

土木工事 1,928 3,194 5,122 3,420 1,701

計 9,75322,53332,28623,3928,894

(注)  1. 前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に変更あるものについては、期中受注工事高に

その増減額を含めております。従って、期中完成工事高にもかかる増減額が含まれております。

 2. 期末繰越工事高は(期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高)であります。

　

ｂ　受注工事高

期別 工種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

アスファルト舗装工事 644 1,914 2,558

コンクリート舗装工事 ― 128 128

土木工事 294 418 713

計 938 2,462 3,400

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装工事 3,289 1,738 5,027

コンクリート舗装工事 ― 68 68

土木工事 46 251 297

計 3,335 2,058 5,393

　

受注工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間の受注工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

東京都 千代田区大手町二丁目３番地先から同区大手町一丁目５番地先
間外２箇所配水小管布設替工事

福岡県大牟田市 大牟田市公共下水道事業藤田三川汚水幹線築造(第１工区)工事

　

当第１四半期会計期間の受注工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

国土交通省北海道開発局 一般国道５号黒松内町黒松内舗装工事

成田国際空港株式会社 待機スポット再編舗装工事

中日本高速道路株式会社 第二東名高速道路富士東舗装工事
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ｃ　完成工事高

期別 工種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

前第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

アスファルト舗装工事 813 1,288 2,102

コンクリート舗装工事 ― 47 47

土木工事 0 335 336

計 814 1,672 2,486

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

アスファルト舗装工事 766 1,366 2,132

コンクリート舗装工事 15 84 100

土木工事 549 208 758

計 1,331 1,659 2,991

　

完成工事のうち主なものは、次のとおりであります。

前第１四半期会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

西日本高速道路株式会社 中国自動車道吉川～佐用間舗装補修工事

　

当第１四半期会計期間の完成工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名

東京都水道局 港区南青山三丁目16番地先から同区南青山六丁目１番地先間配
水小管布設替工事

国土交通省関東地方整備局 花見川(２)電線共同溝工事

　

ｄ　繰越工事高(平成21年６月30日現在)

工種別 官公庁(百万円) 民間(百万円) 計(百万円)

アスファルト舗装工事 7,586 2,227 9,813

コンクリート舗装工事 153 88 241

土木工事 828 412 1,240

計 8,567 2,728 11,296

　

繰越工事のうち請負金額１億円以上の主なもの

発注者 工事名 完成予定年月

東日本高速道路株式会社 八戸自動車道八戸管内舗装補修工事 平成21年10月

中日本高速道路株式会社 東名阪自動車道高針～有松間舗装工事 平成23年２月

国土交通省近畿地方整備局 171号森本地区電線共同溝工事 平成23年２月
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②　製品部門の状況

アスファルト合材等の販売実績は、次のとおりであります。

　

期別
アスファルト合材 その他売上金額

(百万円)
売上高合計
(百万円)売上数量(ｔ) 売上金額(百万円)

前第１四半期会計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

102,886 778 147 926

当第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

93,309 770 118 889

(注)　その他売上金額は、乳剤、砕石等の素材の販売、機械の賃貸等及び不動産事業の売上金額であります。

　

③　主要顧客の状況

売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及び割合は、次のとおりであります。

　

期別 相手先 金額(百万円) 割合(％)

前第１四半期会計期間

(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

株式会社レオパレス21 374 11.0

 当第１四半期会計期間において売上高に対する割合が100分の10以上の相手先はありません。

　

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等

又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1) 業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、経済危機に対する景気対策が世界的に実施されて

いることにより減産が緩和され始め、生産や輸出に底入れ感があるものの、雇用環境は回復せず、また個

人所得は悪化しているなど景気の本格回復には未だ不透明な状況が継続しています。

　道路建設業界におきましては、当期間における公共工事は早期発注の傾向がみえてきましたが、民間市

場は低迷しており、原油関連資材コストは徐々に高騰しつつあって、経営環境は依然厳しい状況で推移し

ました。

　このような状況のもと、当社グループは、選別受注と経営体質の改善を図りつつ、受注高と利益の確保に

努めてまいりました。

当社グループの第１四半期連結会計期間の業績は、受注高は63億22百万円(前年同期比41.7％増加)、売

上高は38億94百万円(前年同期比12.7％増加)、経常損失は95百万円(前年同期は経常損失４億62百万円)、

四半期純損失は62百万円(前年同期は四半期純損失２億63百万円)となりました。

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

　

(建設事業)

建設事業におきましては、受注高は54億33百万円(前年同期比53.7％増加)、完成工事高は30億５百万円

(前年同期比18.9％増加)、営業損失は90百万円(前年同期は営業損失２億63百万円)となりました。

(製造・販売事業)

建設用資材の製造・販売事業におきましては、売上高は８億88百万円(前年同期比3.5％減少)、営業利

益は１億５百万円(前年同期は営業損失94百万円)となりました。

(その他の事業)

その他の事業におきましては、当第１四半期連結会計期間の売上高はありませんでした。(前年同期売

上高４百万円、営業利益３百万円)

　

(2) キャッシュ・フローの状況

キャッシュ・フローにつきましては、売上代金の回収が進んだこと等により営業活動によるキャッ

シュ・フローは９億21百万円の資金の増加(前年同期は14億39百万円の資金の増加)となりました。

　投資活動によるキャッシュ・フローは、設備投資による支出等により43百万円の資金の減少(前年同期

は14百万円の資金の減少)となりました。

　財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の増加等により８億73百万円の資金の増加(前年同

期は１百万円の資金の減少)となりました。

　以上の結果、現金及び現金同等物の四半期末残高は、期首より17億51百万円増加し、53億54百万円となっ

ております。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、18百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありま

せん。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数  (株)
(平成21年６月30日)

提出日現在  
発行数  (株)

(平成21年８月７日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,555,00018,555,000
東京証券取引所
市場第二部

単元株式数は1,000株で
あります。

計 18,555,00018,555,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成21年４月１日～
平成21年６月30日

― 18,555 ― 1,329 ― 1,541

(注)　平成21年６月26日開催の第62期定時株主総会において、資本準備金1,000百万円を減少させその全額をその他資本

剰余金へ振り替えることにつき承認可決され、平成21年７月31日にその効力が発生しております。

　

(5) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載す

ることができませんので、直前の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数　(株) 議決権の数　(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 (自己保有株式)

― ―
普通株式 3,000

完全議決権株式(その他) 普通株式 18,546,000 18,546 ―

単元未満株式 普通株式 6,000 ― 単元株式数(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 18,555,000 ― ―

総株主の議決権 ― 18,546 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,000株(議決権７個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社保有の自己株式717株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数の
合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
三井住建道路株式会社

東京都新宿区余丁町13－27 3,000 ― 3,000 0.0

計 ― 3,000 ― 3,000 0.0

(注)　当第１四半期会計期間末の自己株式数は、3,717株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別 平成21年４月 ５月 ６月

最高(円) 96 86 96

最低(円) 63 77 81

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありませ

ん。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」

(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載しております。

なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当

第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間(平成

21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年

６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 5,354 3,602

受取手形・完成工事未収入金等 4,801 10,134

未成工事支出金 ※3
 2,338 1,843

販売用不動産 2 2

材料貯蔵品 116 88

その他 396 353

貸倒引当金 △55 △55

流動資産合計 12,954 15,970

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 1,000

※1
 1,018

機械及び装置（純額） ※1
 365

※1
 403

土地 2,683 2,683

その他（純額） ※1
 46

※1
 25

有形固定資産合計 4,096 4,130

無形固定資産 64 71

投資その他の資産

破産更生債権等 113 96

その他 279 275

貸倒引当金 △130 △117

投資その他の資産合計 262 254

固定資産合計 4,423 4,456

資産合計 17,377 20,427

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 8,286 11,849

短期借入金 900 －

未払法人税等 14 379

未成工事受入金 1,797 1,769

完成工事補償引当金 18 18

賞与引当金 4 10

工事損失引当金 ※3
 108 123

その他 851 835

流動負債合計 11,982 14,987

固定負債

退職給付引当金 1,318 1,275

その他 465 456

固定負債合計 1,783 1,732

負債合計 13,766 16,720
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,329 1,329

資本剰余金 1,541 1,541

利益剰余金 591 691

自己株式 △0 △0

株主資本合計 3,462 3,562

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 5 1

土地再評価差額金 143 143

評価・換算差額等合計 148 144

純資産合計 3,611 3,706

負債純資産合計 17,377 20,427
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 3,454 3,894

売上原価 3,479 3,542

売上総利益又は売上総損失（△） △24 352

販売費及び一般管理費 ※1
 446

※1
 456

営業損失（△） △471 △104

営業外収益

受取利息 8 14

受取地代家賃 4 －

雑収入 3 2

営業外収益合計 17 16

営業外費用

支払利息 2 6

支払保証料 3 1

雑支出 1 0

営業外費用合計 8 8

経常損失（△） △462 △95

特別利益

固定資産売却益 3 －

国庫補助金 1 －

特別利益合計 5 －

特別損失

固定資産除却損 1 0

固定資産圧縮損 ※2
 1 －

特別損失合計 3 0

税金等調整前四半期純損失（△） △460 △96

法人税等 ※3
 △197

※3
 △33

四半期純損失（△） △263 △62
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △460 △96

減価償却費 60 71

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4 12

退職給付引当金の増減額（△は減少） 25 43

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △6

工事損失引当金の増減額（△は減少） △16 △15

受取利息及び受取配当金 △9 △14

支払利息 2 6

有形固定資産売却損益（△は益） △3 －

固定資産除却損 1 0

売上債権の増減額（△は増加） 5,986 5,331

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,618 △523

その他の流動資産の増減額（△は増加） △54 2

その他の固定資産の増減額（△は増加） 2 △17

仕入債務の増減額（△は減少） △3,670 △3,563

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,065 27

その他の流動負債の増減額（△は減少） 272 19

その他 △0 0

小計 1,573 1,280

利息及び配当金の受取額 9 14

利息の支払額 △2 △9

補助金の受取額 1 －

法人税等の支払額 △142 △363

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,439 921

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △23 △43

有形固定資産の売却による収入 10 2

有形固定資産の除却による支出 － △3

その他 △2 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △14 △43

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） － 900

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △1 △3

配当金の支払額 － △22

財務活動によるキャッシュ・フロー △1 873

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,423 1,751

現金及び現金同等物の期首残高 2,704 3,602

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 4,128

※1
 5,354
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【継続企業の前提に関する注記】

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

 

 

 

完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更
　　請負工事に係る収益の計上基準については、従来、長期大型工事(工期１年
以上、かつ、工事価格５億円以上)については、工事進行基準を、その他の工
事については工事完成基準を適用しておりましたが、当第１四半期連結会
計期間から「工事契約に関する会計基準」(企業会計基準第15号　平成19
年12月27日)及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」(企業会計基
準適用指針第18号　平成19年12月27日)が適用されたことに伴い、当第１四
半期連結会計期間に着手した工事契約から当第１四半期連結会計期間末
までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事
進行基準(工事の進捗度の見積もりは原価比例法)を、その他の工事につい
ては工事完成基準を適用しております。
　　なお、平成21年３月31日以前に着手した工事契約のうち、長期大型工事(工
期１年以上、かつ、工事価格５億円以上)については工事進行基準を、その
他の工事については工事完成基準を引き続き適用しております。
　　これにより、従来の方法によった場合と比べ、当第１四半期連結累計期間
に係る完成工事高は３億36百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等
調整前四半期純損失が、それぞれ６百万円減少しております。
　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）
〔当第１四半期連結累計期間〕
　「受取地代家賃」は前第１四半期連結累計期間において区分掲記しておりましたが、当第１四半期連結累計期間は
その金額が営業外収益の総額の100分の20以下となったため「雑収入」に含めて表示しております。
　なお、当第１四半期連結累計期間「雑収入」に含まれる「受取地代家賃」の金額は０百万円であります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）
〔当第１四半期連結累計期間〕
　「有形固定資産の除却による支出」は前第１四半期連結累計期間においては「その他」に含めて表示しておりま
したが、当第１四半期連結累計期間は重要性が増したため、区分掲記いたしました。
　なお、前第１四半期連結累計期間の「その他」に含まれる「有形固定資産の除却による支出」の金額は△１百万円
であります。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１　貸倒見積高を算定する方法

 

　　一般債権の貸倒見積高の算定については、前連結会計年度末に算定したも
のと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において算
定した貸倒見積率を使用しています。

２　固定資産の減価償却費の算定方
法

 

　　減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につ
いては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定しており
ます。

３　繰延税金資産及び繰延税金負債
の算定方法

 

　　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経
営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる
ので、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ
ンニングを利用する方法によっております。
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【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

税金費用の計算

 

　　当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純損益に当該見積実効税

率を乗じて計算する方法を採用しております。

　

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
  至　平成21年６月30日)

　平成21年６月26日開催の第62期定時株主総会において、資本準備金1,000百万円を減少させその全額をその他資本

剰余金へ振り替えることにつき承認可決され、平成21年７月31日にその効力が発生しております。

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,665百万円で

あります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、6,610百万円で

あります。

　２　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　　27百万円 　２　受取手形裏書譲渡高　　　　　　　　  15百万円

※３　損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示しております。損失の発生が見込まれる工事契約

に係る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対

応する額は69百万円であります。

　　　　　　　　　――――――――　

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

百万円

　従業員給料手当 214

　退職給付費用 19

　貸倒引当金繰入額 14

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は、次

のとおりであります。

百万円

　従業員給料手当 225

　退職給付費用 18

　貸倒引当金繰入額 15
 

※２　固定資産圧縮損は、国庫補助金の受入により取得価

額から直接控除した額であります。

　建物及び構築物 1百万円

 

　　　　　　　　　――――――――

※３　税金費用については、簡便法による税効果会計を適

用しているため、法人税等調整額は「法人税等」に

含めて表示しております。

※３　　　　　　　　　同左　　　　　　　　　　　

　４　当社グループの売上高は、主たる事業である建設事

業において、契約により工事の完成引渡しが第４四

半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期

連結会計期間から第３四半期連結会計期間における

売上高に比べ第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　４　　　　　　　　　同左　　　　　　　　　　　
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表の現金及び預金勘定の残高は一致しており

ます。

 

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

　　　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表の現金及び預金勘定の残高は一致しており

ます。

　

(株主資本等関係)

　当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)及び

　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式　　　　　(株) 18,555,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式　　　　　(株) 3,717

　

３　新株予約権等に関する事項

　　　　該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円）
配当の原資

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

平成21年５月28日
取締役会

普通株式 37利益剰余金 2.0平成21年３月31日 平成21年６月29日

　

 (2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間末後となるもの

　　　　該当事項はありません。

　　　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　
建設事業
 

(百万円)

　製造・
販売事業
(百万円)

その他
の事業
(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

2,527 921 4 3,454 ― 3,454

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 196 ― 196 (196) ―

計 2,527 1,117 4 3,650 (196) 3,454

営業利益又は営業損失(△) △263 △94 3 △353 (117) △471

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　
建設事業
 

(百万円)

　製造・
販売事業
(百万円)

その他
の事業
(百万円)

計
 

(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
 

(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

3,005 888 ― 3,894 ― 3,894

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― 236 ― 236 (236) ―

計 3,005 1,125 ― 4,131 (236) 3,894

営業利益又は営業損失(△) △90 105 △0 14 (118) △104

　
(注) １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1) 事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

(2) 各事業区分に属する主要な事業の内容

建設事業　　　：舗装工事、土木工事及び建築工事等に関する事業

製造・販売事業：建設用資材の製造・販売に関する事業

その他の事業　：不動産取引に関する事業他

２．会計処理基準等の変更

　　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、当第１四半期連結会計

期間から「工事契約に関する会計基準」を適用しております。この変更に伴い、従来の方法に比較して、当第

１四半期連結累計期間の建設事業の売上高が３億36百万円増加し、営業損失が６百万円減少しております。

　

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び
　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がありませんので該当事項はありませ

ん。

　

【海外売上高】

　前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)及び
　当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

海外売上高がありませんので該当事項はありません。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当社グループは、ストック・オプション等を行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

１株当たり純資産額 194.67円１株当たり純資産額 199.82円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

純資産の部の合計額 (百万円) 3,611 3,706

純資産の部の合計額から控除す
る金額

(百万円) ― ―

普通株式に係る四半期連結会計
期間末(連結会計年度末)の純資
産額

(百万円) 3,611 3,706

１株当たり純資産額の算定に用
いられた四半期連結会計期間末
(連結会計年度末)の普通株式の
数

(千株) 18,551 18,551

　

２　１株当たり四半期純損失等

　
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △14.19円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

潜在株式がなく、ま
た、１株当たり四半期
純損失であるため記
載しておりません。

１株当たり四半期純損失(△) △3.37円

潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益

潜在株式がなく、ま
た、１株当たり四半期
純損失であるため記
載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期純損失(△) (百万円) △263 △62

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ―

普通株主に係る
四半期純損失(△)

(百万円) △263 △62

普通株式の期中平均株式数 (千株) 18,552 18,551

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２【その他】

(期末配当に関する事項)

平成21年５月28日開催の取締役会において、平成21年３月期の期末配当について次のとおり決議しまし

た。

① 配当財産の種類 金銭

② １株当たり配当金額及び配当金の総額 普通株式１株につき金２円　　配当総額37百万円

③ 配当原資 利益剰余金

④ 効力発生日 平成21年６月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月11日

三井住建道路株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　本　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　清　水　芳　彦　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井

住建道路株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住建道路株式会社及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注)　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。
　

　　  2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月７日

三井住建道路株式会社

取締役会　御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　山　本　和　夫　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士　　清　水　芳　彦　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三井

住建道路株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三井住建道路株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

追記情報

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、当第１四半期連

結会計期間から「工事契約に関する会計基準」及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」を適用してい

る。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注)　1．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管

しております。
　

　　  2．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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